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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（Ｉ）で示されるソホロリピッド化合物：
【化１】

〔式（Ｉ）中、Ｒ１は水素原子またはメチル基を示す；
Ｒ３及びＲ４は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基を示す；
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Ｒ５は、５つのうち、１つはヒドロキシ基を有するかまたは有しない炭素数１２～２０の
直鎖飽和脂肪酸残基またはヒドロキシ基を有するかまたは有しない二重結合を１～３つ有
する炭素数１２～２０の直鎖脂肪酸残基であり、残りの４つは水素原子である；
Ｒ２は、炭素数９～１８のアルキレン基または１～３の二重結合を有する炭素数９～１８
のアルケニレン基を示す；
Ｒ６は水酸基を示す。あるいは、Ｒ６は下式（II）で示す化合物の５つあるＲ７のいずれ
か１つと合一して単結合を形成していてもよい；
【化２】

（式（II）中、Ｒ１’は水素原子またはメチル基を示す；
Ｒ３’及びＲ４’は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基を示す；
Ｒ２’は、炭素数９～１８のアルキレン基または１～３の二重結合を有する炭素数９～１
８のアルケニレン基を示す；
Ｒ７のうち一つは式（Ｉ）で示す化合物のＲ６と合一して単結合を形成しており、残りの
４つは水素原子である。）〕。
【請求項２】
　上記ソホロリピッド化合物が、下記（1）または（2）で示す化合物である請求項１に記
載するソホロリピッド化合物：
（1）一般式（Ｉ）中、Ｒ６は水酸基；Ｒ１はメチル基；Ｒ２は炭素数９～１７のアルキ
レン基または二重結合を１～３つ有する炭素数１３～１７のアルケニレン基；Ｒ３及びＲ

４は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基；ソホロース環の４”位に結合す
るＲ５Ｏ－基のＲ５がヒドロキシ基を有するかまたは有しない炭素数１２～２０の脂肪酸
残基であり、残りのＲ５は水素原子である化合物、
（2）一般式（Ｉ）中、Ｒ６が一般式（II）で示されるソホロース環の４”位に結合する
Ｒ７Ｏ－基のＲ７と合一して単結合を形成しており；Ｒ１はメチル基；Ｒ２は炭素数９～
１７のアルキレン基または二重結合を１～３つ有する炭素数１３～１７のアルケニレン基
；Ｒ３及びＲ４は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基；ソホロース環の４
”位に結合するＲ５Ｏ－基のＲ５がヒドロキシ基を有するかまたは有しない炭素数１２～
２０の脂肪酸残基であり、残りのＲ５は水素原子；
一般式（II）中、Ｒ１’はメチル基；Ｒ２’は炭素数９～１７のアルキレン基または二重
結合を１～３つ有する炭素数１３～１７のアルケニレン基；Ｒ３’及びＲ４’は、同一ま
たは異なって、水素原子またはアセチル基である化合物。
【請求項３】
　上記ソホロリピッド化合物が、下記（1）または（2）で示す化合物である請求項１また
は２に記載するソホロリピッド化合物：
（1）一般式（Ｉ）中、Ｒ６は水酸基；Ｒ１はメチル基；Ｒ２は二重結合を１つ有する炭
素数１５のアルケニレン基；Ｒ３及びＲ４は、同一または異なって、水素原子またはアセ
チル基；ソホロース環の４”位に結合するＲ５Ｏ－基のＲ５がヒドロキシ基を有するオレ
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（2）一般式（Ｉ）中、Ｒ６が一般式（II）で示されるソホロース環の４”位に結合する
Ｒ７Ｏ－基のＲ７と合一して単結合を形成しており；Ｒ１はメチル基；Ｒ２は二重結合を
１つ有する炭素数１５のアルケニレン基；Ｒ３及びＲ４は、同一または異なって、水素原
子またはアセチル基；ソホロース環の４”位に結合するＲ５Ｏ－基のＲ５がヒドロキシ基
を有するオレイン酸残基であり、残りのＲ５は水素原子；
一般式（II）中、Ｒ１’はメチル基；Ｒ２’は炭素数１３のアルキレン基；Ｒ３’及びＲ

４’は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基である化合物。
【請求項４】
　上記ソホロリピッド化合物が、下式（III）または式（IV）で示される化合物である請
求項１に記載するソホロリピッド化合物：
【化３】

（式（III）中、Ｒ１はメチル基、
Ｒ２は炭素数１５のアルケニレン基、Ｒ５はヒドロキシ基を有するオレイン酸残基を示す
。）
【化４】

（式（IV）中、Ｒ１はメチル基、
Ｒ２は炭素数１５のアルケニレン基、Ｒ５はヒドロキシ基を有するオレイン酸残基を示す
。Ｒ６は、下式（V）で示されるＲ７と合一して単結合を形成している。）
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【化５】

（式（V）中、Ｒ１’はメチル基、
Ｒ２’は炭素数１３のアルキレン基、Ｒ３’は水素原子、Ｒ４’はアセチル基を示す。）
。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか一項に記載するソホロリピッド化合物を少なくとも１つ含有
する組成物（但し、ソホロリピッド産生酵母の培養物は含まない）。
【請求項６】
　界面活性剤である、請求項５に記載する組成物。
【請求項７】
　医薬品、医薬部外品、化粧品、飲食品またはこれらの添加物である、請求項５に記載す
る組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バイオサーファクタントの一種であるソホロリピッドに関する。
【背景技術】
【０００２】
　生物由来の界面活性剤であるバイオサーファクタント（以下、「ＢＳ」と称する。）は
、生分解性及び安全性が高いことから、次世代型界面活性剤として産業利用が期待されて
いる。
【０００３】
　糖脂質型ＢＳの一つとして知られるソホロリピッド（以下、「ＳＬ」とも称する。）は
、酵母の発酵物から得られる発酵産物である。当該ＳＬは、例えば、グルコースなどの糖
類と植物油脂などの炭素源を含む液体培地に酵母を接種し、穏和な温度、圧力条件下で通
気しながら攪拌するだけで容易に生産される。ＳＬは、他のＢＳに比べて、生産性が高い
ことから（例えば、１００ｇ／Ｌ程度）、広く産業利用されている（非特許文献１、特許
文献１）。またＳＬは、人体に対する安全性が高いことから、実際に、食洗器用洗剤や化
粧品へ利用されている例もある（特許文献２）。
【０００４】
　またＳＬの用途拡大を目指して、培地条件（特に炭素源）を変更してＳＬを醗酵生産し
たり（非特許文献２，３）、ＳＬ誘導体を化学合成するなど、今なお多くの研究がされて
いる（特許文献３）。
しかし、一般に、化合物の化学合成については、環境に対する悪影響や安全性が懸念され
ており、現在では、ＬＣＡ（Ｌｉｆｅ　Ｃｙｃｌｅ　Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ）の観点から
、原材料も含めたより安全な製造方法の確立が重要であると認識されている。このため、
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く製造する手法を確立することが重要である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－４５１９５号公報
【特許文献２】特開２００３－１３０９３号公報
【特許文献３】特開平７－１１８２８４号公報
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】Ｇｏｒｉｎ，Ｃａｎ. Ｊ Ｃｈｅｍ．，３９，８４６（１９６１）
【非特許文献２】Ａ．Ｂｒａｋｅｍｅｉｅｒ，Ｄ．Ｗｕｌｌｂｒａｎｄｔ，Ｓ．Ｌａｎｇ
：Ａｐｐｌ　Ｍｉｃｒｏｂｉｏｌ　Ｂｉｏｔｅｃｈｎｏｌ．，５０，１６１－１６６（１
９９８）
【非特許文献３】Ｄａｖｉｄ Ａ．，Ｃａｖａｌｅｒｏ， Ｄａｖｉｄ Ｇ．Ｃｏｏｐｅｒ
．，Ｊｏｒｎａｌ ｏｆ Ｂｉｏｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ １０３（２００３）３１－４１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、飲食品、化粧品、医薬品、及び医薬部外品などの広範囲の分野に適用するこ
とができる新規なＳＬを提供することを目的とする。より詳細には、従来公知のＳＬと同
様に界面活性能を備えながらも、従来のＳＬと比べて有意に苦味が低減されてなり、飲食
品、化粧品、及び経口用の医薬品や医薬部外品に対しても、その味を大きく損なわず、好
適に使用することができる新規なＳＬを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意検討をした結果、ＳＬを生産する能力を
有する微生物の培養物から、従来公知のＳＬ（酸型、ラクトン型）とは異なる新規構造の
ＳＬ化合物を得ることができ、当該ＳＬ化合物は従来公知のＳＬ（酸型ＳＬ、ラクトン型
ＳＬ）と同様に界面活性能力（表面張力、乳化力）を有する一方で、苦味を有する従来公
知のＳＬとは異なり苦味が格段に少ないことを確認した。当該ＳＬ化合物は、例えば飲食
物や経口医薬品や医薬部外品、並びに化粧品の成分として、広範囲に適用することができ
る。
【０００９】
　本発明はかかる知見に基づいて開発されたものであり、下記の実施形態を有する。
【００１０】
　（Ｉ）新規ソホロリピッド化合物（新規ＳＬ化合物）
（I-1）下記一般式（Ｉ）で示されるＳＬ化合物：
【００１１】
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【化１】

【００１２】
〔式（Ｉ）中、Ｒ１は水素原子またはメチル基を示す；
Ｒ３及びＲ４は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基を示す；
Ｒ５は、５つのうち、１つはヒドロキシ基を有することのある飽和脂肪酸残基またはヒド
ロキシ基を有することのある不飽和脂肪酸残基であり、残りの４つはすべて水素原子であ
る；
Ｒ２は、炭素数９～１８のアルキレン基または１～３の二重結合を有する炭素数９～１８
のアルケニレン基を示す；
Ｒ６は水酸基を示す。あるいは、Ｒ６は下式（II）で示す化合物の５つあるＲ７のいずれ
か１つと合一して単結合を形成していてもよい；
【００１３】
【化２】

【００１４】
（式（II）中、Ｒ１’は水素原子またはメチル基を示す；
Ｒ３’及びＲ４’は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基を示す；
Ｒ２’は、炭素数９～１８のアルキレン基または１～３の二重結合を有する炭素数９～１
８のアルケニレン基を示す；
Ｒ７のうち一つは式（Ｉ）で示す化合物のＲ６と合一して単結合を形成しており、残りは
すべて水素原子である。）〕。
【００１５】
　（I-2）一般式（Ｉ）中、Ｒ５Ｏ－基のＲ５の一つはヒドロキシ基を有することのある
炭素数１２～２０の飽和脂肪酸酸残基または１～３の二重結合を有するヒドロキシ基を有
することのある炭素数１２～２０の不飽和脂肪酸酸残基であり、残りのＲ５はすべて水素
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【００１６】
　（I-3）ヒドロキシ基を有することのある飽和脂肪酸残基またはヒドロキシ基を有する
ことのある不飽和脂肪酸残基であるＲ５を有するＲ５Ｏ－基がソホロース環の４”位に結
合してなり、ソホロース環の３’位、４’位、２”位、及び３”位に結合してなるＲ５Ｏ
－基のＲ５はすべて水素原子である、（I-1）または（I-2）に記載するＳＬ化合物。
【００１７】
　（I-4）一般式（Ｉ）中、Ｒ６が式（II）で示される基であり、Ｒ６と合一して単結合
を形成するＲ７を有するＲ７Ｏ－基がソホロース環の４”位に結合してなり、ソホロース
環の３’位、４’位、２”位、及び３”位に結合してなるＲ７Ｏ－基のＲ７はすべて水素
原子である、（I-1）～（I-3）のいずれかに記載するＳＬ化合物。
【００１８】
　（I-5）一般式（Ｉ）中、Ｒ６は水酸基；Ｒ１はメチル基；Ｒ２は二重結合を１つ有す
る炭素数１５のアルケニレン基；ソホロース環の４”位に結合するＲ５Ｏ－基のＲ５はヒ
ドロキシ基を有するオレイン酸残基であり、残りのＲ５はすべて水素原子である、（I-1
）～（I-3）のいずれかに記載するＳＬ化合物。
【００１９】
　（I-6）一般式（Ｉ）中、Ｒ６は一般式（II）で示されるソホロース環の４”位に結合
するＲ７Ｏ－基のＲ７と合一して単結合を形成しており；Ｒ１はメチル基；Ｒ２は二重結
合を１つ有する炭素数１５のアルケニレン基；ソホロース環の４”位に結合するＲ５Ｏ－
基のＲ５はヒドロキシ基を有するオレイン酸残基であり、残りのＲ５はすべて水素原子；
一般式（II）中、Ｒ１’はメチル基；Ｒ２’は炭素数１３のアルキレン基である、（I-1
）～（I-3）のいずれかに記載するＳＬ化合物。
【００２０】
　（I-7）上記ＳＬ化合物が、下記（1）または（2）で示す化合物である（I-1）に記載す
るＳＬ化合物：
（1）一般式（Ｉ）中、Ｒ６は水酸基；Ｒ１はメチル基；Ｒ２は炭素数９～１７のアルキ
レン基または二重結合を１～３つ有する炭素数１３～１７のアルケニレン基；Ｒ３及びＲ

４は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基；ソホロース環の４”位に結合す
るＲ５Ｏ－基のＲ５がヒドロキシ基を有するかまたは有しない炭素数１２～２０の脂肪酸
残基であり、残りのＲ５は水素原子である化合物、
（2）一般式（Ｉ）中、Ｒ６が一般式（II）で示されるソホロース環の４”位に結合する
Ｒ７Ｏ－基のＲ７と合一して単結合を形成しており；Ｒ１はメチル基；Ｒ２は炭素数９～
１７のアルキレン基または二重結合を１～３つ有する炭素数１３～１７のアルケニレン基
；Ｒ３及びＲ４は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基；ソホロース環の４
”位に結合するＲ５Ｏ－基のＲ５がヒドロキシ基を有するかまたは有しない炭素数１２～
２０の脂肪酸残基であり、残りのＲ５は水素原子；
一般式（II）中、Ｒ１’はメチル基；Ｒ２’は炭素数９～１７のアルキレン基または二重
結合を１～３つ有する炭素数１３～１７のアルケニレン基；Ｒ３’及びＲ４’は、同一ま
たは異なって、水素原子またはアセチル基である化合物。
【００２１】
　（I-8）下式（III）または式（IV）で示される化合物である（I-1）に記載するＳＬ化
合物：
【００２２】
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【化３】

【００２３】
（式（III）中、Ｒ１はメチル基、
Ｒ２は炭素数１５のアルケニレン基、Ｒ５はヒドロキシ基を有するオレイン酸残基を示す
。）
【００２４】

【化４】

【００２５】
（式（IV）中、Ｒ１はメチル基、
Ｒ２は炭素数１５のアルケニレン基、Ｒ５はヒドロキシ基を有するオレイン酸残基を示す
。Ｒ６は、下式（V）で示されるＲ７と合一して単結合を形成している。）
【００２６】
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【化５】

【００２７】
（式（V）中、Ｒ１’はメチル基、
Ｒ２’は炭素数１３のアルキレン基、Ｒ３’は水素原子、Ｒ４’はアセチル基を示す。）
。
【００２８】
　（II）新規ソホロリピッド含有組成物
（II-1）上記（I-1）～（I-8）のいずれかに記載するＳＬ化合物を少なくとも１つ含有す
る組成物。但し、当該組成物には、ＳＬ産生酵母の培養物は含まれない。
【００２９】
　（II-2）界面活性剤である、（II-1）に記載する組成物。
【００３０】
　（II-3）医薬品、医薬部外品、化粧品、飲食品またはこれらの添加物である、（II-1）
に記載する組成物。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明の新規ＳＬ化合物は、従来のＳＬ（酸型、ラクトン型）と同様またはこれに匹敵
する界面活性能（表面張力、乳化力）を有する一方で、強い苦味を有する従来型ＳＬとは
異なり、苦味が格段に少ないことを特徴とする。このため、本発明の新規ＳＬ化合物は、
従来のＳＬでは苦味が理由で適用できなかった分野または適用が限られていた分野、例え
ば飲食品分野、経口医薬品分野、経口医薬部外品分野、及び化粧品分野においても、その
界面活性作用を利用して、製品の一成分（例えば、乳化剤、消泡剤、凝固剤、保存料、結
着剤、安定剤など）として有効に使用することができる。
【００３２】
　本発明の新規ＳＬ化合物を用いることで、味にほとんど影響を与えることなく、飲食品
、医薬品、医薬部外品及び化粧品に対して所望の界面活性能を付与することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】実施例１（１）で取得した「従来型ＳＬ／新型ＳＬ含有物」を逆相カラムクロマ
トグラフィーに供したクロマトグラムを示す（実施例１（３）参照）。
【図２】上から順に、Ｘ１画分、Ｘ２画分、酸型ＳＬ（アセチル基を有さない）、及びラ
クトン型ＳＬ（アセチル基を２つ有する）の赤外吸収スペクトルを示す（実施例１（４）
（4-1）ＦＴＩＲ）参照）。図２中、符号１の点線で示す３３４０ｃｍ－１付近のピーク
はＯＨ伸縮；符号２の点線で示す２９２０ｃｍ－１及び２８５０ｃｍ－１付近のピークは
－ＣＨ２，メチレン鎖由来；符号３の点線で示す１７４０ｃｍ－１付近のピークはＣ=Ｏ
，カルボン酸由来；符号４の点線で示す１２４０ ｃｍ－１付近のピークはＣ=Ｏ，アセチ
ル基由来のカルボニル；及び符号５の点線で示す１０４０ｃｍ－１付近のピークはＣ－Ｏ
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－Ｈ，糖由来のピークに、それぞれ該当する。
【図３】新型ＳＬ（Ｘ１－26）（図１のクロマトグラム中、ピーク26の化合物。以下同じ
。）の、（Ａ）１Ｈ－ＮＭＲの結果、（Ｂ）１３Ｃ－ＮＭＲの結果を示す。
【図４】新型ＳＬ（Ｘ１－26）の（Ａ）ＨＭＱＣの結果、（Ｂ）ＨＭＢＣの結果を示す。
【図５】新型ＳＬ（Ｘ２－36）（図１のクロマトグラム中、ピーク36の化合物。以下同じ
。）の、（Ａ）１Ｈ－ＮＭＲの結果、（Ｂ）１３Ｃ－ＮＭＲの結果を示す。
【図６】新型ＳＬ（Ｘ２－36）の（Ａ）ＨＭＱＣの結果、（Ｂ）ＨＭＢＣの結果を示す。
【図７】（Ａ）新型ＳＬ（Ｘ１－26）のＤＥＰＴ１３５の結果、（Ｂ）新型ＳＬ（Ｘ２－
36）のＤＥＰＴ１３５の結果、をそれぞれ示す。
【図８】（Ａ）新型ＳＬ（Ｘ１－26）のＭＳ（ｎ）分析（ポジティブモード）結果を示す
。（Ｂ）新型ＳＬ（Ｘ２－36）のＭＳ（ｎ）分析（ポジティブモード）結果を示す。
【図９】（Ａ）Ｘ１画分のＥＳＩ－ＭＳ分析結果を示す。（Ｂ）Ｘ２画分のＥＳＩ－ＭＳ
分析結果を示す。
【図１０】（Ａ）Ｘ１画分のＭＡＬＤＩＴＯＦＭＳ分析結果を示す。（Ｂ）Ｘ２画分のＭ
ＡＬＤＩＴＯＦＭＳ分析結果を示す。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
（Ｉ）新型ソホロリピッド化合物（新型ＳＬ化合物）
　本発明のＳＬ化合物（単に「新型ＳＬ」とも称する）は、下記の一般式（Ｉ）で示すこ
とができる。
【００３５】

【化６】

【００３６】
　上記式（Ｉ）中、Ｒ１は水素原子またはメチル基を示す。好ましくはメチル基である。
【００３７】
　Ｒ３及びＲ４は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基を示す。Ｒ３及びＲ

４がいずれも水素原子であってもよいし、またはアセチル基であってもよい。またＲ３が
水素原子である場合、Ｒ４はアセチル基であってもよいし、その逆にＲ３がアセチル基で
ある場合、Ｒ４は水素原子であってもよい。好ましくは、Ｒ３及びＲ４はいずれもアセチ
ル基である。
【００３８】
　Ｒ２は、炭素数９～１８、好ましくは炭素数９～１７のアルキレン基または１～３の二
重結合を有する炭素数９～１８、好ましくは炭素数１３～１８のアルケニレン基を示す。
ここで炭素数９～１８のアルキレン基には、炭素数９～１８の直鎖または分岐状のアルキ
レン基が含まれる。好ましくは直鎖状のアルキレン基である。炭素数は、好ましくは１１
～１８、より好ましくは１３～１８、特に好ましくは１５～１６である。また１～３つの
二重結合を有する炭素数９～１８のアルケニレン基には、二重結合を１～３つ有する炭素
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数９～１８の直鎖または分岐状のアルケニレン基が含まれる。好ましくは直鎖状のアルケ
ニレン基であり、より好ましくは二重結合を１または２つ有する炭素数９～１８の直鎖状
のアルケニレン基であり、さらに好ましくは二重結合を１つ有する炭素数９～１８の直鎖
状のアルケニレン基である。炭素数は、好ましくは１３～１８、より好ましくは１３～１
７、特に好ましくは１３～１６である。Ｒ２として、好ましくは炭素数１３～１６のアル
キレン基または１または２つの二重結合を有する炭素数１３～１６のアルケニレン基であ
り、より好ましくは１つの二重結合を有する炭素数１５～１６のアルケニレン基である。
【００３９】
　Ｒ５は、水素原子、ヒドロキシ基を有することのある飽和脂肪酸残基またはヒドロキシ
基を有することのある不飽和脂肪酸残基を示す。但し、式（Ｉ）の化合物（以下、「化合
物（Ｉ）」とも称する。）に示される５つのＲ５のうち、１つはヒドロキシ基を有するこ
とのある飽和脂肪酸残基またはヒドロキシ基を有することのある不飽和脂肪酸残基であり
、残りの全ては水素原子である。
【００４０】
　ここで飽和脂肪酸残基としては、炭素数１２～２０の直鎖脂肪酸残基（ラウリン酸残基
、ミリスチン酸残基、ペンタデシル酸残基、パルミチン酸残基、マルガリン酸残基、ステ
アリン酸残基、アラキジン残基）を挙げることができる。好ましくは炭素数１４～２０、
より好ましくは炭素数１６～２０、さらに好ましくは炭素数１６～１８の直鎖脂肪酸残基
であり、特に好ましくは炭素数１６のパルミチン酸残基及び炭素数１８のステアリン酸残
基である。
【００４１】
　また不飽和脂肪酸残基としては、二重結合を１～３つ有する炭素数１２～２０の直鎖脂
肪酸残基を挙げることができる。二重結合の数として、好ましくは１～２であり、より好
ましくは１である。また炭素数として好ましくは１６～２０であり、より好ましくは１６
～１８、特に好ましくは１８である。好適な不飽和脂肪酸残基としては、二重結合を１つ
有する炭素数１６のパルミトレイン酸残基；二重結合を１つ有する炭素数１８のオレイン
酸残基またはバクセン酸残基（好ましくはオレイン酸残基）；二重結合を２つ有する炭素
数１８のリノール酸残基；二重結合を３つ有する炭素数１８の（9,12,15）リノレン酸残
基、（6,9,12）リノレン酸残基、及びエレオステアリン酸残基；二重結合を２つ有する炭
素数２０の（9,12,15）リノレン酸残基、（6,9,12）リノレン酸残基、及びエレオステア
リン酸残基を挙げることができる。より好ましくは二重結合を１つ有する炭素数１６のパ
ルミトレイン酸残基、及び二重結合を１つ有する炭素数１８のオレイン酸残基であり、特
に好ましくは二重結合を１つ有する炭素数１８のオレイン酸残基である。
【００４２】
　これらの脂肪酸残基は、ヒドロキシ基を有していてもよいし、有していなくてもよい。
ヒドロキシ基を有する場合、ヒドロキシ基の数としては１～２、好ましくは１を挙げるこ
とができる。また脂肪酸残基上のヒドロキシ基の位置としては、ω位またはω－１位を挙
げることができる。
【００４３】
　化合物（Ｉ）において、Ｒ５がヒドロキシ基を有することのある飽和脂肪酸残基または
ヒドロキシ基を有することのある不飽和脂肪酸残基である場合の－ＯＲ５の位置は、ソホ
ロース環の３’位、４’位、２"位、３"位、及び４"位のいずれであってもよい。つまり
、本発明が対象とする化合物（Ｉ）には、これらのいずれか１つの位置に、上記脂肪酸残
基であるＲ５を有する－ＯＲ５基が結合してなるＳＬ化合物が含まれる。より好ましくは
ソホロース環の４"位に、ヒドロキシ基を有することのある飽和脂肪酸残基またはヒドロ
キシ基を有することのある不飽和脂肪酸残基をＲ５とする－ＯＲ５が結合してなる化合物
（Ｉ）である。
【００４４】
　上記式（Ｉ）中、Ｒ６は水酸基であってもよい。Ｒ６が水酸基である本発明のＳＬ化合
物を便宜上、「単量型ＳＬ化合物」とも称する。
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【００４５】
　また上記（Ｉ）中のＲ６は、下式（II）で示される分子のソホロース環の３’位、４’
位、２"位、３"位、及び４"位のいずれかに、エステル結合によって結合してなるＲ７の
いずれか一つと合一して単結合を形成していてもよい。
【００４６】
【化７】

【００４７】
　Ｒ６と一緒になって単結合を形成するＲ７は、上記式（II）のソホロース環の３’位、
４’位、２"位、３"位、及び４"位のいずれのＲ７であってもよい。つまり、本発明が対
象とする化合物（Ｉ）には、これらＲ７のいずれか１つの位置に、Ｒ６との結合（単結合
）を介して、上記式（Ｉ）で示される化合物が結合してなる２量体タイプのＳＬ化合物が
含まれる。当該二量体タイプのＳＬ化合物として、好ましくは上記式（II）中のソホロー
ス環の４"位に位置する－ＯＲ７のＲ７が、式（Ｉ）中のＲ６と合一して単結合を形成し
てなる化合物を挙げることができる。当該二量体タイプのＳＬ化合物を、上記「単量型Ｓ
Ｌ化合物」と区別するために、便宜上、「二量型ＳＬ化合物」とも称する。
【００４８】
　なお、上記式（II）中、Ｒ１’は水素原子またはメチル基を示す。好ましくはメチル基
である。
【００４９】
　Ｒ３’及びＲ４’は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基を示す。Ｒ３’

及びＲ４’がいずれも水素原子であってもよいし、またはアセチル基であってもよい。ま
たＲ３’が水素原子である場合、Ｒ４’はアセチル基であってもよいし、その逆にＲ３’

がアセチル基である場合、Ｒ４’は水素原子であってもよい。好ましくは、Ｒ３’は水素
原子であり、Ｒ４’はアセチル基である。
【００５０】
　Ｒ２’は、炭素数９～１８、好ましくは炭素数９～１７のアルキレン基または１～３の
二重結合を有する炭素数９～１８、好ましくは炭素数１３～１８のアルケニレン基を示す
。ここで炭素数９～１８のアルキレン基には、炭素数９～１８の直鎖または分岐状のアル
キレン基が含まれる。好ましくは直鎖状のアルキレン基である。炭素数は、好ましくは１
１～１８、より好ましくは１３～１８、さらに好ましくは１３～１６、特に好ましくは１
３または１４である。また１～３つの二重結合を有する炭素数９～１８のアルケニレン基
には、二重結合を１～３つ有する炭素数９～１８の直鎖または分岐状のアルケニレン基が
含まれる。好ましくは直鎖状のアルケニレン基であり、より好ましくは二重結合を１また
は２つ有する炭素数９～１８の直鎖状のアルケニレン基であり、さらに好ましくは二重結
合を１つ有する炭素数９～１８の直鎖状のアルケニレン基である。炭素数は、好ましくは
１３～１８、好ましくは１３～１７、特に好ましくは１３～１６である。Ｒ２’として、
好ましくは炭素数１３～１６のアルキレン基または１つの二重結合を有する炭素数１３～
１６のアルケニレン基であり、より好ましくは炭素数１３または１４のアルキレン基であ
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る。
【００５１】
　Ｒ６が式（II）で示される基である場合、式（Ｉ）中のＲ２と式（II）中のＲ２’とは
同一または異なる基であってよく、異なる場合の例として、Ｒ２が二重結合を１つ有する
炭素数１５のアルケニレン基であり、Ｒ２’が炭素数１３のアルキレン基を例示すること
ができる。
【００５２】
　本発明の好適なＳＬ化合物として、単量型ＳＬ化合物として下式（III）で示される化
合物を、また二量型ＳＬ化合物として下式（IV）で示される化合物を挙げることができる
。
【００５３】
【化８】

【００５４】
式（III）中、Ｒ１はメチル基を示す。
またＲ２は二重結合を１つ有する炭素数１５のアルケニレン基、Ｒ５はヒドロキシ基を有
するオレイン酸残基を意味する。
【００５５】

【化９】

【００５６】
式（IV）中、Ｒ１はメチル基を示す。
Ｒ２は二重結合を１つ有する炭素数１５のアルケニレン基、Ｒ５はヒドロキシ基を有する
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オレイン酸残基を意味する。また、Ｒ６は、下式（V）で示されるＲ７と合一して単結合
を形成している。
【００５７】
【化１０】

【００５８】
式（V）中、Ｒ１’はメチル基を示す。
Ｒ２’は炭素数１３のアルキレン基、Ｒ３’は水素原子、Ｒ４’はアセチル基を意味する
。
【００５９】
　（II）新型ＳＬ化合物の製造方法
　本発明のＳＬ化合物は、酵母を培養して得られる培養物から調製することができる。
【００６０】
　（II-1）使用する微生物
　上記培養に使用する酵母としては、キャディダ・ボンビコーラ（Ｃａｎｄｉｄａ　ｂｏ
ｍｂｉｃｏｌａ）を好適に挙げることができる。なお、キャディダ・ボンビコーラは、現
在スタメレラ（Starmerella）属という名称に変更されている。当該酵母は、ＳＬ（酸型
、ラクトン型）を著量生産することが知られている公知のＳＬ産生酵母である〔Canadian
 Journal of Chemistry, 39,846(1961)（注：当該文献に記載されているトルロプシス属
は、キャディダ属に該当するが、上記するように、現在スタメレラ（Starmerella）属に
分類されている。）、Applied and Environmental Microbiology, 47,173(1984)など］。
なお、キャディダ（スタメレラ）・ボンビコーラは生物資源バンクであるＡＴＣＣ(Ameri
can Type Culture Collection)に登録されており、そこから入手することができる（Cand
ida bombicola ATCC22214など）。また、本発明のＳＬ化合物の製造には、ＳＬ（酸型、
ラクトン型）を産生することが知られているキャンディダ属に属する他のＳＬ産生酵母を
使用することもできると考えられ、かかるＳＬ産生酵母として、例えばキャンディダ・マ
グノリエ（Candida magnoliae）、キャンディダ・グロペンギッセリ（Candida gropengis
seri）、及びキャンディダ・アピコーラ（Candida apicola）を挙げることができる。な
お、これらの酵母の培養液中にＳＬが比較的多量に生産されることは既に報告されている
（R. Hommel, Biodegradation, 1, 107(1990）。
【００６１】
　（II-2）使用する培地及び培養条件
　本発明における上記酵母の培養においては、炭素源としてグルコース等の糖類（親水性
基質）、並びに脂肪酸、脂肪酸トリグリセリド等の脂肪酸エステル類、または脂肪酸を構
成成分として含む植物油等の油脂類（疎水性基質）を含有する培地が用いられる。培地の
その他の条件については、特に制限はなく、酵母に対して一般に用いられる培地成分から
適宜選定することができる。
【００６２】
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　ＳＬの脂肪酸部分は、培地成分として添加する疎水性基質の脂肪酸鎖長やその割合に依
存することが知られている。本発明のＳＬ化合物においても同様であり、培地に添加する
疎水性基質を適宜選択することでＳＬ化合物を構成する脂肪酸鎖長やその割合を制御する
ことができる。例えば、疎水性基質として、ラウリン酸（12:0）、ミリスチン酸（14:0）
、ペンタデシル酸（15:0）、パルミチン酸（16:0）、マルガリン酸（17:0）、ステアリン
酸（18:0）またはアラキジン酸（20:0）等の炭素数１２～２０の長鎖飽和脂肪酸またはこ
れらの飽和脂肪酸を高い割合で含有する脂質を疎水性基質として用いることで、これらの
飽和脂肪酸残基またはそれに由来する鎖（アルキレン基）を構成成分に有するＳＬ化合物
を製造することができる。またパルミトレイン酸（16:1）、オレイン酸（18:1）、バクセ
ン酸（18:1）、リノール酸（18:2）、（9,12,15）－リノレン酸（18:3）、（6,9,12）－
リノレン酸（18:3）、エレオステアリン酸（18:3）、8,11-イコサジエン酸（20:2）また
は5,8,11-イコサトリエン酸（20:3）等の二重結合を１～３つ有する炭素数１６～２０の
長鎖不飽和脂肪酸またはこれらの不飽和脂肪酸を高い割合で含有する脂質を疎水性基質と
して用いることで、これらの不飽和脂肪酸残基またはそれに由来する鎖（アルケニレン基
）を構成成分に有するＳＬ化合物を製造することができる。
【００６３】
　疎水性基質（油性基質）としては、培養によるＳＬ産生に使用され得ることが報告され
ているいずれの油性基質もが使用可能であり、このような疎水性基質として、植物性油脂
（Ｚｈｏｕら、Ｊ．Ａｍ．Ｏｉｌ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．、６９：８９－９１（１９９２）
など）、動物性油脂（Ｄｅｓｈｐａｎｄｅら、Ｂｉｏｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌ
．，５４：１４３－１５０（１９９５））、脂肪酸（Ａｓｍｅｒら、Ｊ．Ａｍ．Ｏｉｌ．
Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，６５：１４６０－１４６６（１９８８）など）、脂肪酸エステル（
Ｄａｖｉｌａら Ａｐｐｌ．Ｍｉｃｒｏｂｉｏｌ．Ｂｉｏｔｅｃｈｎｏｌ．３８：６－１
１（１９９２））、ｎ－アルカン（Ｔｕｌｌｏｃｈら、Ｃａｎ．Ｊ．Ｃｈｅｍ．，４６：
３４５－３４８（１９６８）などが報告されている。好ましくは、植物性油脂または脂肪
酸、あるいは植物油脂を原料とする脂肪酸エステルが使用され得る。植物性油脂として、
通常、食用植物油が使用され得る。使用される植物油としては、例えば、ダイズ油、ナタ
ネ油、綿実油、ヒマワリ油、カポック油、ゴマ油、コーン油、コメ油、落花生油、ベニバ
ナ油、オリープ油、アマニ油、キリ油、ヒマシ油、パーム油、パーム核油、ヤシ油など、
またはこれらの混合物が挙げられる。ダイズ油、ナタネ油、ヒマワリ油、ベニバナ油、ま
たはこれらの混合物が好ましい。このような脂肪酸の炭素数は６～２４、好ましくは１２
～２０の範囲であり、さらにそれぞれの分子内に０～３箇所の不飽和結合を含んでもよい
。用いられる脂肪酸としては、カプロン酸、カプリル酸、カプリン酸、ウンデカン酸、ラ
ウリン酸、トリデカン酸、ミリスチン酸、ペンタデカン酸、パルミチン酸、マルガリン酸
、ステアリン酸、ノナデカン酸、アラキジン酸、ベへン酸、およびリグノセリン酸のよう
な飽和脂肪酸；ならびにトウハク酸、リンデル酸、ツズ酸、ミリストレイン酸、パルミト
レイン酸、ペトロセリン酸、オレイン酸、エライジン酸、バクセン酸、エルカ酸、リノー
ル酸、γ－リノレン酸、およびリノレン酸のような不飽和脂肪酸；ならびにこれらの混合
物が挙げられる。脂肪酸エステルとしては、前出の脂肪酸のエステルが挙げられる。培養
の開始時に添加され得る油性基質の濃度は、５０～２００ｇ／Ｌ、好ましくは１００～１
５０ｇ／Ｌの範囲である。連続的に供給される場合、上記濃度に相当する量の油性基質が
、培養期間中に均等速度で培養系に添加される。
【００６４】
　疎水性基質として、好ましくは１つの二重結合を有する炭素数１８の不飽和脂肪酸であ
るオレイン酸あるいはオレイン酸を高い割合で含有する脂質を挙げることができる。かか
る脂質として、例えばパーム油、米ぬか油、ナタネ油、オリーブ油、サフラワー油などの
植物油、及び豚脂や牛脂などの動物油が挙げられる。さらに、疎水性基質をトリグリセラ
イドとオレイン酸の混合基質を用いれば、高い割合でオレイン酸残基またはそれに由来す
る鎖（アルケニレン基）を有するＳＬ化合物を高い収量・収率で得ることが可能である。
【００６５】



(16) JP 6449156 B2 2019.1.9

10

20

30

40

50

　産業利用の観点からは、安定的に高い収量・収率でＳＬ化合物を発酵生産させることが
求められるが、この場合、炭素源として上記の疎水性基質（長鎖飽和または不飽和脂肪酸
、脂質）と親水性基質とを混合して用いることが好ましい。親水性基質としては、グルコ
ース、フルクトース、ガラクトースなどの単糖類；およびスクロースやマルトースなどの
二糖類等の糖類を挙げることができるが、好ましくはグルコースである。
【００６６】
　特に前記キャディダ（スタメレラ）・ボンビコーラ（Candida[Starmerella] bombicola
 ATCC22214）株を用いて、本発明のＳＬ化合物を生産する場合の好適な培地組成は、以下
のとおりである。
酵母エキス：１～６ｇ／Ｌ、好ましくは２～５ｇ／Ｌ、より好ましくは２．５～４．５ｇ
／Ｌ、
長鎖飽和または不飽和脂肪酸：５０～２００ｇ／Ｌ、好ましくは５０～１７０ｇ／Ｌ、よ
り好ましくは５０～１５０ｇ／Ｌ、
脂質（油脂）：５０～２００ｇ／Ｌ、好ましくは５０～１７０ｇ／Ｌ、より好ましくは５
０～１５０ｇ／Ｌ、
糖類（グルコース）：５０～２００ｇ／Ｌ、好ましくは５０～１５０ｇ／Ｌ、より好まし
くは７０～１２０ｇ／Ｌ、
塩化ナトリウム：０．１～５ｇ／Ｌ、好ましくは０．１～３ｇ／Ｌ、より好ましくは０．
５～１．５ｇ／Ｌ、
リン酸一カリウム：５～５０ｇ／Ｌ、好ましくは５～３５ｇ／Ｌ、より好ましくは１０～
２５ｇ／Ｌ、
硫酸マグネシウム；１～５０ｇ／Ｌ、好ましくは１～３０ｇ／Ｌ、より好ましくは５～１
５ｇ／Ｌ、
ペプトン：１～５０ｇ／Ｌ、好ましくは１～３０ｇ／Ｌ、より好ましくは５～１５ｇ／Ｌ
、
尿素：０．０１～１０ｇ／Ｌ、好ましくは０．０１～５ｇ／Ｌ、より好ましくは０．０５
～３ｇ／Ｌ。
【００６７】
　本発明のＳＬ化合物の製造方法（ＳＬ産生酵母の培養）は、特に制限はなく、目的に応
じて適宜選定することができるが、定法に従って種培養及び本培養の順にスケールアップ
していくことが望ましい。これらの培養における、培地、培養条件を例示すると以下のと
おりである。
【００６８】
　ａ）種培養；含水グルコース１０ｇ／Ｌ、酵母エキス５ｇ／Ｌ、及びペプトン１０ｇ／
Ｌを含む液体培地で、キャディダ（スタメレラ）・ボンビコーラ（Candida[Starmerella]
 bombicola ATCC22214）株を３０℃で２日間振盪培養する。
【００６９】
　ｂ）本培養；上記種培養で得られた培養液を種菌として、脂質（油脂）５０ｇ／Ｌ、長
鎖飽和または不飽和脂肪酸５０ｇ／Ｌ、含水グルコース１００ｇ／Ｌ、酵母エキス２．５
ｇ／Ｌ、塩化ナトリウム１ｇ／Ｌ、リン酸一カリウム２０ｇ／Ｌ、硫酸マグネシウム７水
和物１０ｇ／Ｌ、尿素１ｇ／Ｌを含む液体培地（滅菌前ｐＨ４～５）に接種して、３０℃
程度の温度条件で６日間、通気培養を行い発酵させる。
【００７０】
　なお、上記脂質（油脂）及び長鎖飽和または不飽和脂肪酸としては、前述するように本
発明のＳＬ化合物を構成する脂肪酸残基または脂肪酸由来基（アルキレン基、アルケニレ
ン基）に応じて適宜選択設定することができる。例えば、オレイン酸残基またはオレイン
酸由来基（１つの二重結合を有する炭素数１８のアルケニレン基。式（I）の場合、Ｒ２

は１つの二重結合を有する炭素数１５のアルケニレン基）を構成成分として有するＳＬ化
合物を製造する場合には、長鎖飽和または不飽和脂肪酸としてオレイン酸を、また脂質（
油脂）としてオレイン酸残基を多く含む、例えばパーム油、米ぬか油、ナタネ油、オリー
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【００７１】
　また斯くして得られる培養物から、本発明のＳＬ化合物を含む画分を取得する方法とし
ては、例えば次の方法を挙げることができる。
【００７２】
　ｉ）ＳＬ含有画分（従来型ＳＬと本発明のＳＬ化合物を含む混合物）の調製
　上記で得られる培養物を静置し、生じた上澄を除去した後、上澄と同量の水を添加し、
これに水酸化ナトリウム等のアルカリ成分を用いてｐＨ６．５～７程度に調整し、培養物
に含まれるＳＬを可溶化する。これを遠心分離することで固形物を除去し、ＳＬが可溶化
した上清を回収する。これに例えば硫酸水溶液を添加してｐＨ２～３に調整するとＳＬが
再不溶化するため、この不溶化物を回収することでＳＬ含有画分（従来型ＳＬと本発明の
ＳＬ化合物を含む混合物）を得ることができる。
【００７３】
　なお、従来型ＳＬには、下式（VI）で示される酸型ＳＬと下式（VII）で示されるラク
トン型ＳＬが含まれる。
【００７４】
【化１１】

【００７５】
　式（VI）中、Ｒ１は水素原子またはメチル基を示す。
Ｒ３及びＲ４は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基を示す。
Ｒ２は、炭素数９～１８のアルキレン基または１～３の二重結合を有する炭素数９～１８
のアルケニレン基を示す。
【００７６】
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【００７７】
　式（VII）中、Ｒ１は水素原子またはメチル基を示す。
Ｒ３及びＲ４は、同一または異なって、水素原子またはアセチル基を示す。
Ｒ２は、炭素数９～１８のアルキレン基または１～３の二重結合を有する炭素数９～１８
のアルケニレン基を示す。
【００７８】
　ii）ＳＬ含有画分から本発明のＳＬ化合物の単離
　例えば、Ｃ１８のＯＤＳカラムを用いた逆相カラムクロマトグラフィーを用いることで
、従来型ＳＬと本発明のＳＬ化合物との両方を含むＳＬ含有画分から本発明のＳＬ化合物
を含む画分を、従来型ＳＬ（酸型、ラクトン型）と分別して単離することができる。具体
的には、実施例１（２）に示すように、固定相としてＣ１８のＯＤＳカラムを、移動相と
して５０～９５容量％のエタノール水溶液を用いた逆相カラムクロマトグラフィーにおい
て、従来型ＳＬは酸型ＳＬもラクトン型ＳＬはいずれも８０容量％エタノール水溶液で溶
出するのに対して、本発明のＳＬ化合物はエタノール濃度が９０容量％濃度以上のエタノ
ール水溶液で溶出する。本発明のＳＬ化合物は、一般式（Ｉ）中、Ｒ６が水酸基であるＳ
Ｌ化合物（単量型ＳＬ化合物）と、Ｒ６が式（II）で示されるＲ７と一緒に単結合を形成
して２量体を形成してなるＳＬ化合物（二量型ＳＬ化合物）に大きく分類されるが、前者
の「単量型ＳＬ化合物」は、上記逆相カラムクロマトグラフィーにおいてエタノール濃度
が９０容量％であるエタノール水溶液で溶出回収することができ、後者の「二量型ＳＬ化
合物」は、エタノール濃度が９５容量％であるエタノール水溶液で溶出回収することがで
きる。
【００７９】
　なお、９０容量％のエタノール水溶液で溶出回収される画分（Ｘ１画分）には、一般式
（Ｉ）中、Ｒ６が水酸基である「単量型ＳＬ化合物」が複数種含まれる。これらの化合物
は、後述する表１に記載する条件のＨＰＬＣにおいて保持時間４５～６０分の領域にピー
クを有する化合物群である（図１参照）。
【００８０】
　これらのＸ１画分には、図１で示すクロマトグラムにおいてピーク２６（保持時間５４
分）で示される下式（III）：
【００８１】
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【化１３】

【００８２】
（式（III）中、Ｒ１はメチル基、Ｒ３及びＲ４はいずれもアセチル基、Ｒ２は炭素数１
５のアルケニレン基、Ｒ５はヒドロキシ基を有するオレイン酸残基を意味する。）
で示される化合物（単量型ＳＬ化合物）が含まれる他、上記式（III）においてＲ５で示
される脂肪酸残基の鎖長及び／又はＲ２で示される脂肪酸に由来する脂肪族残基の鎖長が
上記化合物（III）と異なる化合物が含まれる。具体的には、Ｒ１はメチル基、Ｒ３及び
Ｒ４はいずれもアセチル基、Ｒ２は炭素数９～１７のアルキレン基または二重結合を１～
３有する炭素数１３～１７のアルケニレン基、Ｒ５はヒドロキシ基を有するかまたは有し
ない炭素数１２～２０の脂肪酸残基であるＳＬ化合物が含まれる（以上説明する化合物群
を、便宜上「単量型ＳＬ化合物－例１」と称する）。
【００８３】
　また、Ｘ１画分には、上記化合物（単量型ＳＬ化合物－例１）においてＲ１がメチル基
に代えて水素原子であるＳＬ化合物；上記化合物においてＲ３及びＲ４がアセチル基に代
えて水素原子であるＳＬ化合物；上記化合物においてＲ３及びＲ４がアセチル基に代えて
、Ｒ３及びＲ４の一方が水素原子であり、他方がアセチル基であるＳＬ化合物；上記化合
物においてＲ１がメチル基に代えて水素原子であり、Ｒ３及びＲ４がアセチル基に代えて
水素原子であるＳＬ化合物；上記化合物においてＲ１がメチル基に代えて水素原子であり
、Ｒ３及びＲ４がアセチル基に代えてＲ３及びＲ４の一方が水素原子であり、他方がアセ
チル基であるＳＬ化合物も含まれる（以上説明する化合物群を、便宜上「単量型ＳＬ化合
物－例２」と称する）。
【００８４】
　さらにＸ１画分には、上記化合物群（単量型ＳＬ化合物－例１及び例２）に属する各種
の化合物において、ソホロース環の４”位に対する－ＯＲ５基の結合に代えて、－ＯＲ５

基がソホロース環の３’位、４’位、２”位または３”位のいずれか一箇所に結合してな
るＳＬ化合物が含まれる。
【００８５】
　なお、９５容量％のエタノール水溶液で溶出回収される画分（Ｘ２画分）には、一般式
（Ｉ）中のＲ６が式（II）で示されるＲ７と一緒になって単結合を形成して２量体を形成
してなる二量型ＳＬ化合物が複数種含まれる。これらの化合物は、後述する表１に記載す
る条件のＨＰＬＣにおいて保持時間６０～７０分の領域にピークを有する化合物群である
（図１参照）。
【００８６】
　これらのＸ２画分には、図１で示すクロマトグラムにおいてピーク３６（保持時間６４
分）で示される下式（IV）：
【００８７】
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【化１４】

【００８８】
で示される化合物が含まれる他、上記式（IV）及び（V）においてＲ５で示される脂肪酸
残基の鎖長、Ｒ２で示される脂肪酸に由来する脂肪族残基の鎖長、及び／又はＲ２’で示
される脂肪酸に由来する脂肪族残基の鎖長が上記化合物と異なる化合物が含まれる。具体
的には、Ｒ１及びＲ１’ はメチル基、Ｒ３及びＲ４並びにＲ３’及びＲ４’はいずれも
アセチル基、Ｒ２及びＲ２’は炭素数９～１７のアルキレン基または二重結合を１～３有
する炭素数１３～１７のアルケニレン基、Ｒ５はヒドロキシ基を有するかまたは有しない
炭素数１２～２０の脂肪酸残基である化合物が含まれる（以上説明する化合物群を、便宜
上「二量型ＳＬ化合物－例１」と称する）。
【００８９】
　また、Ｘ２画分には、上記化合物においてＲ１がメチル基に代えて水素原子であるＳＬ
化合物；上記化合物においてＲ３及びＲ４がアセチル基に代えて水素原子であるＳＬ化合
物；上記化合物においてＲ３及びＲ４がアセチル基に代えて、Ｒ３及びＲ４の一方が水素
原子であり、他方がアセチル基であるＳＬ化合物；上記化合物においてＲ１がメチル基に
代えて水素原子であり、Ｒ３及びＲ４がアセチル基に代えて水素原子であるＳＬ化合物；
上記化合物においてＲ１がメチル基に代えて水素原子であり、Ｒ３及びＲ４がアセチル基
に代えてＲ３及びＲ４の一方が水素原子であり、他方がアセチル基であるＳＬ化合物など
も含まれる（以上説明する化合物群を、便宜上「二量型ＳＬ化合物－例２」と称する）。
【００９０】
　さらにＸ２画分には、上記化合物群（二量型ＳＬ化合物－例１及び例２）に属する各種
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の化合物において、Ｒ１’がメチル基に代えて水素原子である化合物；上記化合物におい
てＲ３’が水素原子に代えてアセチル基である化合物；上記化合物においてＲ３’がアセ
チル基に代えて水素原子である化合物；上記化合物においてＲ１がメチル基に代えて水素
原子であり、Ｒ３’が水素原子に代えてアセチル基である化合物；上記化合物においてＲ

１がメチル基に代えて水素原子であり、Ｒ４’がアセチル基に代えて水素原子である化合
物なども含まれる（以上説明する化合物群を、便宜上「二量型ＳＬ化合物－例３」と称す
る）。
【００９１】
　さらにＸ２画分には、上記化合物群（二量型ＳＬ化合物－例１～例３）に属する各種の
化合物において、ソホロース環の４”位に対する－ＯＲ５基の結合に代えて、－ＯＲ５基
がソホロース環の３’位、４’位、２”位または３”位のいずれか一箇所に結合してなる
ＳＬ化合物；式（V）中のソホロース環の４”位に対する－ＯＲ７基の結合に代えて、－
ＯＲ７基がソホロース環の３’位、４’位、２”位または３”位のいずれか一箇所に結合
してなるＳＬ化合物が含まれる。
【００９２】
　本発明のＳＬ化合物は、後述する実験例に示すように、単量型ＳＬ化合物及び二量型Ｓ
Ｌ化合物のいずれも、界面活性能、特に表面張力及び乳化力を有するという特性のほか、
従来公知の酸型ＳＬ及びラクトン型ＳＬと異なり、苦味を有しないか、若しくは苦味が格
段に低減されているという特徴を備えている。
【００９３】
　（III）新型ソホロリピッド化合物を含む組成物
　本発明が対象とする組成物は、前述する一般式（Ｉ）で示される本発明のＳＬ化合物を
含むことを特徴とする。但し、当該組成物には、天然物や製造原料であるＳＬ産生酵母の
培養物は含まれない。ここでＳＬ化合物は、前述する単量型ＳＬ化合物及び二量型ＳＬ化
合物の総称であり、本発明の組成物には、ＳＬ化合物として単量型ＳＬ化合物だけを含有
するもの、二量型ＳＬ化合物だけを含有するもの、および単量型ＳＬ化合物と二量型ＳＬ
化合物の両方を含む組成物が含まれる。
【００９４】
　本発明の組成物は、上記の本発明ＳＬ化合物（Ｉ）の特性に基づいて、界面活性能、特
に表面張力及び乳化力を有することを特徴とする。好ましくは、本発明の組成物は、少な
くとも式（III）で示される単量型ＳＬ化合物、及び／又は式（IV）で示される二量型Ｓ
Ｌ化合物を含み、界面活性能、特に表面張力及び乳化力を有するものである。
【００９５】
　本発明の組成物は、本発明のＳＬ化合物の界面活性能に基づいて界面活性剤として、飲
食品、化粧品、医薬品、医薬部外品、及びこれらの添加物（例えば、乳化剤、消泡剤、凝
固剤、保存料、決着料、安定剤など）に適用することができる。特に本発明のＳＬ化合物
は前述するように苦味がないか若しくは格段に低減されているため、飲食品、化粧品、経
口・口腔用医薬品、または経口・口腔用医薬部外品等のように、口腔内で使用されるか、
経口摂取されるか、または口に入る可能性のある製品に適用することができる。
【００９６】
　例えば、口に入る可能性のある化粧品などとしては、顔に適用する化粧水、乳液、クリ
ーム、口紅、リップクリーム、洗顔料、クレンジング料、シャンプー、及びコンディショ
ナー等を挙げることができる。また、口腔内で使用される飲食物や医薬品以外のものとし
てマウスウオッシュ、洗口液、歯磨き剤、口腔消臭剤等を挙げることができる。
【００９７】
　本発明の組成物におけるＳＬ化合物の配合割合は、本発明の組成物が界面活性能、特に
表面張力及び乳化力を有することを限度として特に制限されず、目的に応じて適宜設定調
節される。例えば、組成物の用途に応じてＳＬ化合物の総量として、０．０１～１００重
量％、好ましくは０．０５～３０重量％の範囲から適宜選択することができる。
【実施例】



(22) JP 6449156 B2 2019.1.9

10

20

30

40

50

【００９８】
　以下、実施例及び実験例を用いて本発明の構成及び効果をより詳細に説明する。但し、
本発明はこれらの実験例によって制限されるものではない。
【００９９】
　実施例１　新型ソホロリピッド（Ｘ１及びＸ２）の調製及び同定
（１）従来型ＳＬ及び新型ＳＬ含有物（従来型ＳＬ／新型ＳＬ含有物）の調製
　培養培地として、１Ｌ当たり、含水グルコース１０ｇ（日本食品化工社製、製品名：日
食含水結晶ブドウ糖）、ペプトン１０ｇ（オリエンタル酵母社製、製品名：ペプトンＣＢ
９０Ｍ）、酵母エキス５ｇ（アサヒフードアンドヘルスケア社製、製品名：ミーストパウ
ダーＮ）を含有する液体培地を使用し、３０℃で２日間、Ｃａｎｄｉｄａ ｂｏｍｂｉｃ
ｏｌａ ＡＴＣＣ２２２１４を振盪培養し、これを前培養液とした。
【０１００】
　５Ｌ容量の発酵槽に仕込んだ本培養培地（３Ｌ）に、上記前培養液を仕込み量の４質量
％の割合で植菌し、３０℃で６日間、通気０．６ｖｖｍの条件下で培養し発酵させた。な
お、本培養培地として、１Ｌ当たり、含水グルコース１００ｇ、パームオレイン５０ｇ（
日油製、製品名：パーマリィ２０００）、オレイン酸（ＡＣＩＤ　ＣＨＥＭ製、製品名：
パルマック７６０）５０ｇ、塩化ナトリウム１ｇ、リン酸一カリウム１０ｇ、硫酸マグネ
シウム７水和物１０ｇ、酵母エキス２．５ｇ（アサヒフードアンドヘルスケア社製、製品
名：ミーストパウダーＮ）、及び尿素１ｇを含む培地（滅菌前のｐＨ：ｐＨ４．５～４．
８）を用いた。
【０１０１】
　培養開始から６日目に発酵を停止し、発酵槽から取り出した培養液を５０～８０℃に加
熱してから室温に戻し、２～３日間静置して、下から順に、液状の褐色沈殿物層、主に菌
体と思われる乳白色の固形物層、上澄の３層に分離した。上澄を除去した後、工業用水ま
たは地下水を、除去した上澄の量と同量添加した。これを攪拌しながら、４８質量％の水
酸化ナトリウム水溶液を徐々に加えてｐＨ６．５～６．９とし、培養液中に含まれるＳＬ
を可溶化した。これを卓上遠心分離機（ウェストファリア：ウェストファリアセパレータ
ーＡＧ製）で遠心処理（2,400xg、15分、室温（25℃））することにより、乳白色の固形
物を沈殿させ、上澄を回収した。回収した上澄を攪拌しながら、これに６２．５質量％濃
度の硫酸水溶液を徐々に加えてｐＨ２．５～３．０とし、ＳＬを再不溶化した。これを２
日間静置後、デカンテーションにより上澄を可能な限り除去し、残留物（約５０％含水物
）を取得した。これは、後述するように従来型ＳＬと新型ＳＬの両方を含む混合物であり
、これを「従来型ＳＬ／新型ＳＬ含有物」と称する。
【０１０２】
　なお、当該「従来型ＳＬ／新型ＳＬ含有物」には、後述するようにＳＬ総量１００質量
％あたり従来型ＳＬが６０質量％、新型ＳＬが４０質量％含まれていた。
【０１０３】
　（２）従来型ＳＬと新型ＳＬとの分離
　上記で取得した「従来型ＳＬ／新型ＳＬ含有物」６００ｇ（約５０％含水物）を、下記
条件の逆相カラムクロマトグラフィーに供した。
固定相：Ｃ１８カラム（コスモシル４０Ｃ１８－ＰＲＥＰ、(株)ナカライテスク製、７．
５ ｋｇ）
移動相：エタノール濃度５０～９５容量％のエタノール水溶液。
【０１０４】
　具体的には、「従来型ＳＬ／新型ＳＬ含有物」６００ｇ（約５０％含水物）に５０％エ
タノール水溶液６００ｇを混合した溶液を、Ｃ１８カラム（７．５ｋｇ）に添加し、これ
に５０％エタノール水溶液１０Ｌ、次いで８０％エタノール水溶液１０Ｌを供することに
より、従来型ＳＬ（酸型、ラクトン型）を溶出した。次いで９０％エタノール水溶液１５
Ｌを供することにより、新型ＳＬ（Ｘ１）を溶出回収し、次いで９５％エタノール水溶液
１５Ｌを供することで、新型ＳＬ（Ｘ２）を溶出回収した。
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【０１０５】
　（３）新型ＳＬ（Ｘ１）及び新型ＳＬ（Ｘ２）の確認
　上記カラムクロマトグラフィーによる５０％エタノール水溶液溶出画分、８０％エタノ
ール水溶液溶出画分、９０％エタノール水溶液溶出画分、及び９５％エタノール水溶液溶
出画分をそれぞれ下記の表記載の条件の高速液体クロマトグラフィー（ＨＰＬＣ）に供し
、各溶出画分に含まれる物質の溶出挙動を確認した。具体的には、各溶出画分を蒸発乾固
させた後にエタノールに溶解し、これを被験試料として下記条件のＨＰＬＣに供した。
【０１０６】
【表１】

【０１０７】
　その結果、従来型ＬＳ（酸型、ラクトン型）の標準品の保持時間と対比することにより
、８０％エタノール水溶液溶出画分には従来型ＳＬ（酸型、ラクトン型）が含まれており
、９０％エタノール水溶液溶出画分（以下、「Ｘ１画分」ともいう）及び９５％エタノー
ル水溶液溶出画分（以下、「Ｘ２画分」という）にはいずれも従来型ＳＬ（酸型、ラクト
ン型）が含まれていないことが確認された。また、上記条件のＨＰＬＣにおいて、従来型
ＳＬのうち酸型ＳＬ及びラクトン型ＳＬは、それぞれ保持時間１０～２５分及び２５～４
０分の領域に溶出する。一方、９０％エタノール水溶液溶出画分（Ｘ１画分）及び９５％
エタノール水溶液溶出画分（Ｘ２画分）は、上記条件のＨＰＬＣにおいて、それぞれ保持
時間４５～６０分領域及び６０～７０分領域にピークを有する物質が含まれていることが
確認された。
【０１０８】
　なお、従来型ＳＬ（酸型、ラクトン型）、Ｘ１画分、及びＸ２画分の溶出挙動を比較す
るために、８０％エタノール水溶液溶出画分（従来型ＳＬ（酸型、ラクトン型）を含む）
、９０％エタノール水溶液溶出画分（Ｘ１画分）及び９５％エタノール水溶液溶出画分（
Ｘ２画分）を混合したものを上記条件のＨＰＬＣに供した結果（クロマトグラム）を図１
に示す。
【０１０９】
　これらのことから、９０％エタノール水溶液溶出画分及び９５％エタノール水溶液溶出
画分に含まれている物質は、いずれも８０％エタノール水溶液で溶出する従来型ＳＬ（酸
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型、ラクトン型）とは異なる物質であり、且つ従来型ＳＬよりも、より疎水的な化合物で
あることが判明した。
【０１１０】
　またこのＨＰＬＣ分析（ピーク面積比）から、（１）で取得した「従来型ＳＬ／新型Ｓ
Ｌ含有物」には、ＳＬ総量１００質量％あたり、従来型ＳＬの酸型ＳＬが１７．５質量％
、従来型ＳＬのラクトン型ＳＬが４２．５質量％、新型ＳＬ（Ｘ１）が１９．５質量％、
新型ＳＬ（Ｘ２）が２０．５質量％の割合で含まれていることが確認された。
【０１１１】
　（４）新型ＳＬ（Ｘ１及びＸ２）の同定
　上記９０％エタノール水溶液溶出画分（Ｘ１画分）に含まれる化合物及び９５％エタノ
ール水溶液溶出画分（Ｘ２画分）に含まれる化合物の構造決定は、以下のようにして行っ
た。
【０１１２】
　（4-1）ＦＴＩＲ
　被験試料として、Ｘ１画分とＸ２画分をそれぞれ凍結乾燥したものを使用した。赤外吸
収スペクトルについては、フーリエ変換赤外分光分析装置ＳｐｅｃｔｒｕｍＴＭ１００（
パーキンエルマージャパン製）を使用し、ＡＴＲ法で分析した。得られた赤外吸収スペク
トルを、従来型ＳＬ（酸型ＳＬ、ラクトン型ＳＬ）の分析結果と併せて、図２に示す。な
お、ここで酸型ＳＬは前述する式（VI）においてＲ３及びＲ４がいずれも水素原子である
ものを、ラクトン型ＳＬは前述する式（VII）においてＲ３及びＲ３がいずれもアセチル
基であるものを使用した。
【０１１３】
　図２中、上から順に、Ｘ１画分、Ｘ２画分、酸型ＳＬ、及びラクトン型ＳＬの赤外吸収
スペクトルを示す。図２に示すように、いずれも、３３４０ｃｍ－１（符号１：ＯＨ伸縮
）、２９２０ｃｍ－１、２８５０ｃｍ－１（符号２：－ＣＨ２，メチレン鎖由来）、１７
４０ｃｍ－１（符号３：Ｃ=Ｏ，カルボン酸由来）、１２４０ ｃｍ－１（符号４：Ｃ=Ｏ
，アセチル基由来のカルボニル）、１０４０ｃｍ－１（符号５：Ｃ－Ｏ－Ｈ，糖由来）の
ピークが検出された。このことから、Ｘ１画分及びＸ２画分に含まれる化合物は、従来型
ＳＬと類似するＳＬ様構造を有する化合物であることが予想された。
【０１１４】
　（4-2）ガスクロマトグラフィー（ＧＣ）
　Ｘ１画分とＸ２画分の混合物（１１４．９ ｍｇ）にメタノール／塩酸（メタノール（1
0.4 mL）と濃塩酸（1.7 mL)の混合物）１２．１ ｍＬを加え、還流条件下、８０℃、３時
間加熱した。室温まで冷却後、水（２０ ｍＬ）、及びクロロホルム／メタノール（２：
１，容量比）（２０ ｍＬ）を加えた。十分に混合後、遠心分離を行い、有機層を回収し
た。残った水層を再度、クロロホルム／メタノール（２：１，容量比）（２０ ｍＬ）で
抽出して有機層を回収して先に回収した有機層と混合した。さらに残った水層をヘキサン
／酢酸エチル（１：１，容量比）（２０ ｍＬ）で抽出して有機層を回収し、これを先に
回収した有機層と混合した。
【０１１５】
　斯くして回収した有機層をエバポレーターに供して有機溶媒を除去し、残渣（脂質）を
回収した。回収した脂質（８μｌ）に０．５ｍＬ（トルエン：ヘキサン：メタノール＝４
：１：１，容量比）と２０ ｍＬトリメチルシリルジアゾメタン（２Ｍジエチルエーテル
溶液）を混合した。室温で１０分間反応後、下記条件のＧＣに供した。
【０１１６】
　［ＧＣ条件］
装置：Ａｇｉｌｅｎｔ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ ６８９０Ｎ
カラム：ＤＢ－２３(０．２５ ｍｍ×３０ ｍ，Ａｇｉｌｅｎｔ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅ
ｓ)
検出器：ＦＩＤ（２４５℃）
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注入口温度：２５０℃
昇温条件：１５０℃，０．５ ｍｉｎ
　　　　　１５０℃－１７０℃，４℃／ｍｉｎ
　　　　　１７０℃－１９５℃，５℃／ｍｉｎ
　　　　　１９５℃－２１５℃，１０℃／ｍｉｎ
　　　　　２１５℃，１１ ｍｉｎ
スプリット比：５０：１。
【０１１７】
　ＧＣの結果をもとに算出した、Ｘ１画分とＸ２画分との混合物に含まれる化合物の脂肪
酸組成を表２に示す。表に記載する「脂肪酸組成」の表記において、「：」の前の数値は
脂肪酸の炭素数を、後ろの数値は二重結合の数を意味する。また表中、「１７ＯＨ」は式
（Ｉ）のＲ１がメチル基であることを意味し、「１８ＯＨ」は式（Ｉ）のＲ１が水素原子
であることを意味する。
【０１１８】

【表２】

【０１１９】
この結果から、Ｘ１画分とＸ２画分との混合物には、炭素数１２～２０の飽和脂肪酸残基
（例えば、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、またはアラキジン
酸の残基）、及び１または２の不飽和基を有する炭素数１８の不飽和脂肪酸残基（例えば
、オレイン酸残基またはリノール酸残基）を含む化合物が含まれていることが確認された
。なかでも１つの不飽和基を有する炭素数１８の不飽和脂肪酸残基（オレイン酸残基）を
有する化合物（式（Ｉ）中、Ｒ１はメチル基）が高い割合で含まれていることがわかる。
【０１２０】
　（4-3）各種ＮＭＲ（１３Ｃ－ＮＭＲ及び１Ｈ－ＮＭＲ）
　Ｘ１画分及びＸ２画分から、それぞれ一番ピーク面積の大きかったピーク２６（保持時
間54分）及びピーク３６（保持時間64分）（図１参照）を分取した（前者を「新型ＳＬ（
Ｘ１－26）」、後者を「新型ＳＬ（Ｘ２－36）」と称する。）。これらをそれぞれＮＭＲ
装置（ＪＮＭ ＥＸ－２７０（日本電子））に供し、１Ｈ－ＮＭＲ及び１３Ｃ－ＮＭＲ分
析を行った。なお、溶媒としてＣＤ３ＯＤを使用した。
【０１２１】
　新型ＳＬ（Ｘ１－26）の１Ｈ－ＮＭＲ及び１３Ｃ－ＮＭＲの結果を図３（Ａ）及び（Ｂ
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）に、新型ＳＬ（Ｘ２－36）の１Ｈ－ＮＭＲ及び１３Ｃ－ＮＭＲの結果を図５（Ａ）及び
（Ｂ）に、それぞれ示す。また、図４に新型ＳＬ（Ｘ１－26）の２次元ＮＭＲスペクトル
（図４（Ａ）：ＨＭＱＣ、図４（Ｂ）：ＨＭＢＣ）を、図６に、新型ＳＬ（Ｘ２－36）の
２次元ＮＭＲスペクトル（図６（Ａ）：ＨＭＱＣ、図６（Ｂ）：ＨＭＢＣ）を示す。
【０１２２】
　これらの結果を纏めたものを下記表３及び表４に示す。
【０１２３】
【表３】

【０１２４】
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【表４】

【０１２５】
　（4-4）ＤＥＰＴ１３５、ＨＭＱＣ、及びＨＭＢＣ
　新型ＳＬ（Ｘ１－26）及び新型ＳＬ（Ｘ２－36）のそれぞれを、ＤＥＰＴ１３５スペク
トル解析に供した。その結果を、それぞれ図７（Ａ）及び（Ｂ）に示す。図からわかるよ
うに、糖骨格のＣ６’及びＣ６’’は、それぞれ６４．７ｐｐｍ及び６４．９ｐｐｍであ
ることが確認された（（図７（Ａ）及び（Ｂ）中、丸で囲った部分）。ＨＭＢＣ（図４（
Ｂ）、図６（Ｂ））との相関により、式（Ｉ）で示される化合物のＣ６’位及びＣ６’’
位にはアセチル基が結合していることが確認された。但し、新型ＳＬ（Ｘ２－36）のＣ６
”にはプロトンが結合している。このことから、新型ＳＬ（Ｘ１－26）のソホロース環の
Ｃ６’及びＣ６’’にはアセチル基がエステル結合しており、新型ＳＬ（Ｘ２－36）のソ
ホロース環のＣ６’’にはＯＨ基が、またＣ６’にはアセチル基がエステル結合している
ことが判明した。
【０１２６】
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　（4-5）ＭＳ／ＭＳ分析
　ＭＳ（ｎ）分析（ポジティブモード）をすることで、新型ＳＬ（Ｘ１－26）及び新型Ｓ
Ｌ（Ｘ２－36）それぞれの分解産物を確認した。新型ＳＬ（Ｘ１－26）及び新型ＳＬ（Ｘ
２－36）のマススペクトルをそれぞれ図８（Ａ）及び（Ｂ）に示す。
【０１２７】
　図８（Ａ）から、新型ＳＬ（Ｘ１－26）は、親イオン（Ｍ）から［－２８０，Ｃ１８Δ
１］の分子量の化合物が分解した娘イオン（Ａ）ｍ／ｚ７２９が検出された。この娘イオ
ンは、従来型ＳＬ（酸型ＳＬ）（但し、アセチル基を２つ有する）と完全に一致し、当該
従来型ＳＬ（酸型ＳＬ）にヒドロキシオレイン酸（Ｃ１８Δ１）が結合していることがわ
かった。
【０１２８】
　また図８（Ｂ）から、新型ＳＬ（Ｘ２－36）は親イオン（Ｍ’）から［－６６１，酸型
ＳＬ（Ｃ１６，Ａｃ１）］および［－２８０，Ｃ１８Δ１］の分子量の化合物が分解した
娘イオン（Ｂ）および（Ｃ）が検出された。娘イオン（Ｂ）は新型ＳＬ（Ｘ１－26）の分
子量と一致した。このことから、新型ＳＬ（Ｘ２－36）は、新型ＳＬ（Ｘ１－26）に従来
型ＳＬ（酸型ＳＬ）（但し、アセチル基を１つ有する）が結合した構造であることが推定
された。娘イオン（Ｃ）をさらに分解すると、従来型ＳＬ（酸型ＳＬ）の擬似分子量と同
じ値が得られた。
【０１２９】
　（4-6）加水分解
　Ｘ１画分とＸ２画分の混合物（０．１ｇ）に４８質量%水酸化ナトリウムを２０μＬ添
加し、蒸留水１．８８ ｍＬ加え、８０℃で２時間加熱した。室温まで冷却後、ヘキサン
３ｍＬを加えた。十分に混合後、遠心分離を行い、ヘキサン層を回収し、脂肪酸類を除去
した。なお、この操作（ヘキサン抽出）を３回繰り返した。脂肪酸類を除去した水層は、
ＨＰＬＣ分析に供した。その結果、従来の酸型ＳＬ（但し、アセチル基を持たない）のピ
ークが検出されたため、一般式（Ｉ）中、Ｒ５で示される脂肪酸残基はソホロース環にエ
ステル結合によって結合していることが確認された。
【０１３０】
　以上（4-1）～（4-6）の結果から、新型ＳＬ（Ｘ１-26）は、下式（III）で示されるよ
うに、公知の酸型ＳＬの基本骨格を有するとともに、ソホロース環のＣ４”位に、ヒドロ
キシ基を有する炭素数１８の一価の不飽和脂肪酸であるヒドロキシオレイン酸残基がエス
テル結合によって結合していることが確認された。またＣ６’位及びＣ６"位のプロトン
とアセチル基由来のカルボニルがカップリングしていることから、ソホロース環のＣ６’
位と６”位の両方に、酸素原子を介して、アセチル基が結合していることが確認された。
なお、このアセチル基は加水分解されやすいため、経時的に分解され、水素原子になる。
【０１３１】
【化１５】

【０１３２】
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（式（III）中、Ｒ１はメチル基、
Ｒ２は炭素数１５のアルケニレン基、Ｒ５はヒドロキシ基を有するオレイン酸残基を意味
する。）
　また、新型ＳＬ（Ｘ２-36）は、下式（IV）で示されるように、公知の酸型ＳＬの基本
骨格を有するとともに、ソホロース環のＣ４”位に、ヒドロキシ基を有する炭素数１８の
一価の不飽和脂肪酸であるヒドロキシオレイン酸残基がエステル結合によって結合してい
ることが確認された。またＣ６’位及びＣ６"位のプロトンとアセチル基由来のカルボニ
ルがカップリングしていることから、ソホロース環のＣ６’位と６”位の両方に、酸素原
子を介して、アセチル基が結合していることが確認された。なお、新型ＳＬ（Ｘ１－26）
と同様に、このアセチル基は加水分解されやすいため、経時的に分解され、水素原子にな
る。さらに、新型ＳＬ（Ｘ２-36）はＣ－１位に下式（V）で示される酸型ＳＬを結合して
なる２量体であることが確認された。
【０１３３】
【化１６】

【０１３４】
（式（IV）中、Ｒ１はメチル基、
Ｒ２は炭素数１５のアルケニレン基、Ｒ５はヒドロキシ基を有するオレイン酸残基を意味
する。また、Ｒ６は、下式（V）で示されるＲ７と合一して単結合を形成している。）
【０１３５】

【化１７】

【０１３６】
（式（V）中、Ｒ１’はメチル基、
Ｒ２’は炭素数１３のアルキレン基、Ｒ３’は水素原子、Ｒ４’はアセチル基を意味する
。）。
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　（4-7）ＭＡＬＤＩＴＯＦＭＳ分析
　Ｘ１画分及びＸ２画分のそれぞれを、下記条件でＭＡＬＤＩＴＯＦＭＳ分析を行い、分
子量を確認した。
装置：ＡＸＩＭＡ Ｃｏｎｆｉｄｅｎｃｅ (Ｓｈｉｍａｚｄｕ Ｃｏ.)
Ｍｏｄｅ：Ｌｉｎｅａｒ (ｐｏｓｉｔｉｖｅ)
マトリックス：ＤＨＢＡ。
【０１３８】
　Ｘ１画分及びＸ２画分のそれぞれの結果を図９（Ａ）及び（Ｂ）に示す。この結果から
分子量を算出し、それから結合しているアセチル基の数を確認した。結果を表５及び表６
に示す。
【０１３９】
【表５】

【０１４０】
　これから、Ｘ１画分には、式（III）で示される化合物（Ｘ１-26）（検出ピーク1009）
のほか、上記の基を有する１４種類のＳＬ構造の化合物が含まれていることが確認された
。つまり、上記表に示すように、これらの１４種類の化合物は、従来の酸型ＳＬのソホロ
ース環の２"位、３"位、４"位、３’位、及び４’位のいずれか一カ所に、ヒドロキシ基
を有することのある炭素数１６～２０の飽和又は不飽和脂肪酸残基がエステル結合によっ
て結合した構造を有していると推定される。
【０１４１】
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【０１４２】
　これから、Ｘ２画分には、式（ＩＶ）で示される化合物（Ｘ２-36）（検出ピーク1671
）のほか、上記の基を有する１５種類のＳＬ構造の化合物が含まれていることが確認され
た。つまり、上記表に示すように、これらの１５種類の化合物は、従来の酸型ＳＬのソホ
ロース環の２"位、３"位、４"位、３’位、及び４’位のいずれか一カ所に、ヒドロキシ
基を有することのある炭素数１２～２０の飽和又は不飽和脂肪酸残基がエステル結合によ
って結合した構造を有し、且つ式（Ｉ）で示されるＲ６基が、式（ＩＩ）で示されるソホ
ロース環４"位に、酸素原子を介して結合しているＲ７と一緒になって単結合を形成して
いる２量体であると推定される。なお、式（ＩＩ）で示されるＲ２’として、炭素数１３
～１５のアルキレン基、または１～２つの二重結合を有する炭素数１５のアルケニレン基
を挙げることができる。言い換えると、Ｘ２画分に含まれる化合物は、式（Ｉ）で示され
る化合物のＣ１位と従来公知の酸型ＳＬ（Ｒ２’がＣ１６、Ｃ１８、Ｃ１８Δ１、Ｃ１８
Δ２）の４"位とが、エステル結合によって結合してなる二量体である。
【０１４３】
　（4-8）ＥＳＩ－ＭＳ分析
Ｘ１画分及びＸ２画分を構成する分子(ユニット)を確認するために、下記の条件でＭＳ（

ｎ）分析を行った。
【０１４４】
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【表７】

【０１４５】
　Ｘ１画分及びＸ２画分のマススペクトルを図１０（Ａ）及び（Ｂ）に示す。結果からＸ
１画分及びＸ２画分にそれぞれ含まれる化合物の分子量を算出した。それを表８に示す。
これからわかるように、ＥＳＩＭＳにおいても、ＭＡＬＤＩＴＯＦＭＳで得られた結果と
同等の分子量が得られた。
【０１４６】

【表８】

【０１４７】
　実験例１　界面活性能の確認
　上記で同定した単量型ＳＬ化合物（Ｘ１画分）と二量型ＳＬ化合物（Ｘ２画分）のそれ
ぞれについて、表面張力と乳化力の両面から界面活性能を評価した。
【０１４８】
　（１）表面張力
単量型ＳＬ化合物と二量型ＳＬ化合物のそれぞれを０．１質量％の水溶液に調製し、Ｗｉ
ｌｈｅｌｍｙ法（２０℃，ｐＨ７）を用いて最低表面張力（ｍＮ／ｍ）を測定した。比較
対照のため、既に界面活性剤として知られている従来型ＳＬ（酸型ＳＬ）の最低表面張力
も併せて測定した。
なお、従来型ＳＬ（酸型ＳＬ）は、式（VI）で示す化学式において、Ｒ１がメチル基、Ｒ

２が炭素数１５のアルケニレン基、Ｒ３及びＲ４がアセチル基である構造を有する化合物
である（以下の実験例２も同じ。）。
結果を表９示す。この結果からわかるように、単量型ＳＬ化合物と二量型ＳＬ化合物のい
ずれも従来型ＳＬ（酸型ＳＬ）と同等の表面張力を有していた。
【０１４９】
【表９】
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　（２）乳化力
蒸留水に単量型ＳＬ化合物または二量型ＳＬ化合物をそれぞれ加え、水酸化ナトリウムで
ｐＨ７に調整し（単量型ＳＬ化合物または二量型ＳＬ化合物の終濃度２質量％）、８０℃
に加温した。この試料３ｇとオリーブスクワラン３ｇを１５ ｍＬ容量の遠沈管に入れ、
８０℃で１０分間加温した後、ボルテックスで１分間撹拌した。室温にて一定時間ごとに
分離した水の容量を目視で記録した。次式より水の分離率を求めて乳化力を評価した（ｎ
＝２）。比較対照のため、既に界面活性剤として知られている従来型ＳＬ（酸型ＳＬ）の
乳化力も同様にして測定した。結果を表１０に示す。この結果からわかるように、単量型
ＳＬ化合物と二量型ＳＬ化合物のいずれも従来型ＳＬ（酸型ＳＬ）と同等の乳化力を有し
ていた。
【０１５１】
【数１】

【０１５２】
【表１０】

【０１５３】
これらの結果から、単量型ＳＬ化合物および二量型ＳＬ化合物はいずれも従来の酸型ＳＬ
と同程度の界面活性能（表面張力、乳化力）を有していることが確認された。
実験例２　官能評価（苦味）その１
　２０名の健常被験者（パネラー）を対象に、従来型ＳＬ（酸型ＳＬ、ラクトン型ＳＬ）
、単量型ＳＬ化合物、及び二量型ＳＬ化合物の苦味強度を測定した。各被験試料は、水に
溶解して０．５質量％濃度の水溶液（ｐＨ７）として調整した。具体的には、各パネラー
に、各被験試料の味を、基準物質の各種濃度の水溶液の味と比較してもらい、苦味の程度
が同じである基準物質水溶液（濃度）を選択してもらった。なお、苦味の基準物質には、
「Ｌ－トリプトファン（協和発酵工業株式会社、Lot No. S860281）」を用い、低濃度水
溶液として０．０５～０．２５質量％の水溶液を、また高濃度水溶液として０．５～１．
０質量％の水溶液を調整した。
なお、従来型ＳＬ（ラクトン型ＳＬ）は、式（VII）で示す化学式において、Ｒ１がメチ
ル基、Ｒ２が炭素数１５のアルケニレン基、Ｒ３及びＲ４がアセチル基である構造を有す
る化合物である。
【０１５４】
　結果を下記表１１～１４に示す。
【０１５５】
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【表１１】

【０１５６】
【表１２】

【０１５７】
【表１３】

【０１５８】
【表１４】

【０１５９】
　この結果からわかるように、従来型ＳＬは、酸型ＳＬもラクトン型ＳＬもいずれもその
０．５質量％濃度の水溶液（ｐＨ７）は、０．７８５質量％のＬ－トリプトファン水溶液
と同程度の苦味を有しているのに対して、単量型ＳＬ化合物または二量型ＳＬ化合物の０
．５質量％濃度の水溶液（ｐＨ７）の苦味は、それぞれ０．０９３質量％及び０．０８８
質量％のＬ－トリプトファン水溶液と同程度であった。このことから、単量型ＳＬ化合物
または二量型ＳＬ化合物は、従来型ＳＬと比較して８～１０倍程度苦味が低減されている
ことが判明した。
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【０１６０】
　実験例３　官能評価（苦味）その２
　下記処方に従って、各種製品を製造し、官能試験により苦味の有無を評価した。
【０１６１】
　処方例１　クッキー
【０１６２】
【表１５】

【０１６３】
　上記処方に従って材料を混合し、クッキーの形に成型した後に、１８０℃で１３分間焼
成してクッキーを製造した。これをパネラーに試食してもらい、ＳＬを添加しないで製造
したクッキー（コントロール）と比較して、苦味の有無を評価してもらった。その結果、
ＳＬとして従来型ＳＬ（酸型ＳＬ）を配合したクッキーは苦味を強く発現していたのに対
して、本発明のＳＬ化合物を配合したクッキーは、単量型ＳＬ化合物及び二量型ＳＬ化合
物のいずれの場合も苦味がなく、単量型ＳＬ化合物及び二量型ＳＬ化合物はいずれも食品
の味に影響しないことが確認された。
【０１６４】
　処方例２　化粧料（リップクリーム）ｐＨ６
【０１６５】

【表１６】

【０１６６】
　上記処方に基づいて、定法に従って水性成分及び油性成分をそれぞれ８０～９０℃に加
温したものを混合撹拌し、次いで室温に戻すことでリップクリームを製造した。これをパ
ネラーの唇に塗ってもらい、ＳＬを添加しないで製造したリップクリーム（コントロール
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）と比較して、唇を舐めた時の舌先に感じる苦味の有無を評価してもらった。その結果、
ＳＬとして従来型ＳＬ（酸型ＳＬ）を配合したリップクリームは苦味を強く発現していた
のに対して、本発明のＳＬ化合物を配合したリップクリームは、単量型ＳＬ化合物及び二
量型ＳＬ化合物のいずれの場合も苦味がなく、単量型ＳＬ化合物及び二量型ＳＬ化合物は
いずれも製品（リップクリーム）の呈味に影響しないことが確認された。
【０１６７】
　処方例３　化粧水（ｐＨ４およびｐＨ９）
【０１６８】
【表１７】

【０１６９】
　上記処方に従って、各成分を混合してｐＨ４及び９の化粧水をそれぞれ製造した。これ
をパネラーの肌（唇を含む）に塗布してもらい、ＳＬを添加しないで製造した化粧水（コ
ントロール）と比較して、唇を舐めた時の舌先に感じる苦味の有無を評価してもらった。
その結果、ＳＬとして従来型（酸型ＳＬ）を配合した化粧水は苦味を強く発現していたの
に対して、本発明のＳＬ化合物を配合した化粧水は、単量型ＳＬ化合物及び二量型ＳＬ化
合物のいずれの場合も苦味がなく、単量型ＳＬ化合物及び二量型ＳＬ化合物はいずれも製
品（化粧水）の呈味に影響しないことが確認された。
【０１７０】
　処方例４　乳液（ｐＨ３～９）
【０１７１】
【表１８】

【０１７２】
　上記処方に従って材料を定法に従って混合し、苦味のない乳液を調製した。
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【０１７３】
　処方例５　外用クリーム（ｐＨ３～９）
【０１７４】
【表１９】

【０１７５】
　上記処方に従って材料を定法に従って混合し、苦味のない外用クリームを調製した。
【０１７６】
　処方例６　液体洗顔剤（ｐＨ３～９）
【０１７７】

【表２０】

【０１７８】
上記処方に従って材料を定法に従って混合し、苦味のない洗顔剤を調製した。
【０１７９】
　処方例７　液体クレンジング（ｐＨ３～９）
【０１８０】

【表２１】
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【０１８１】
　上記処方に従って材料を定法に従って混合し、苦味のない液体クレンジングを調製した
。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図６】 【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】
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